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令和４年度債権の放棄について  

 熊谷市債権管理条例（令和４年条例第３１号）第１５条第１項の規

定に基づき、市の債権を放棄したので、同条第２項の規定により、別

紙のとおり報告いたします。  
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報告第３４号  

熊谷市債権管理条例に基づく債権放棄一覧  

債権の名称  件数（件） 金額（円）  事由号数  

市営住宅使用料  １  ３０４，８００  第１号  

 

熊谷学校給食実費徴収金 

２  ２５，７２３  第１号  

１  ２６，２０８  第６号  

５  ４４６，５０２  第７号  

 

 

水道料金  

１３  ７９，００１  第１号  

５  ２６，４２３  第２号  

４４  ２３３，２２４  第３号  

１１６  ５６４，５６８  第６号  

１２８  ６９１，０５５  第７号  

合計  ３１５  ２，３９７，５０４  

 

＜参考＞熊谷市債権管理条例（抜粋）  

第１５条  市長は、非強制徴収公債権等について、次の各号のいずれかに該当す
るときは、当該債権及びこれに係る損害賠償金等を放棄することができる。  
⑴  債務者が著しい生活困窮状態（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）
の規定による保護を受け、又はこれに準ずる状態をいう。）にあり、資力の回
復が困難で、弁済することができる見込みがないと認められるとき。  

⑵  破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３条第１項、会社更生法（平成
１４年法律第１５４号）第２０４条第１項その他の法令の規定により債務者
が当該債権につきその責任を免れたとき。  

⑶  債務者が死亡し、その債務について限定承認があった場合、相続人全員が
相続放棄した場合又は相続人が存在しない場合において、その相続財産の価
額が強制執行をした場合の費用並びに当該債権に優先して弁済を受ける市の
債権及び市以外の者の権利の金額の合計額を超えないと見込まれるとき。  

⑷  第９条の規定による強制執行等の手続又は第１１条の規定による債権の申
出等の措置をとっても、なお完全に履行されない当該債権について、債務者
が無資力又はこれに近い状態にあり、弁済する見込みがないと認められると
き。  

⑸  第１２条の規定により徴収停止の措置をとった場合において、徴収停止の
措置をとった日から相当の期間を経過した後においても、なお債務者が無資
力又はこれに近い状態にあり、弁済する見込みがないと認められるとき。  

⑹  債務者が失踪、行方不明その他これらに準ずる状態にあり、当該債権につ
いて弁済する見込みがないと認められるとき。  

⑺  当該債権（消滅時効について時効の援用を要しないものを除く。）について、
消滅時効に係る時効期間が満了したとき（債務者が時効の援用をしない特別
の理由がある場合を除く。）。  

２  市長は、前項の規定により債権を放棄したときは、これを議会に報告しなけ
ればならない。  


